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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】短絡の有無または短絡の原因となる欠陥の有無
を精度良く検査可能な全固体電池の検査方法を提供。
【解決手段】全固体電池の抵抗を３．２×１０８Ω・ｃ
ｍ２以上に増加させる抵抗増加工程Ｓ１と、上記抵抗が
増加した全固体電池に、電圧を印加する電圧印加工程Ｓ
２と、上記電圧印加工程において測定された電流値に基
づいて上記全固体電池の合否判定を行う判定工程Ｓ３と
、を有し上記電圧印加工程において、電圧Ｖ１を印加す
る第一電圧印加処理と、上記第一電圧印加処理後に上記
電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧Ｖ２を印加する第二電
圧印加処理と、上記第二電圧印加処理後に上記電圧Ｖ２

の逆電圧に該当する電圧Ｖ３を印加する第三電圧印加処
理とを行い、上記電圧Ｖ１および上記電圧Ｖ３を印加し
た際に測定された電流値Ｃ１および電流値Ｃ３に基づい
て上記全固体電池の合否判定を行う、全固体電池の検査
方法。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　全固体電池の抵抗を３．２×１０８Ω・ｃｍ２以上に増加させる抵抗増加工程と、
　前記抵抗が増加した全固体電池に、電圧を印加する電圧印加工程と、
　前記電圧印加工程において測定された電流値に基づいて前記全固体電池の合否判定を行
う判定工程と、を有し、
　前記電圧印加工程において、電圧Ｖ１を印加する第一電圧印加処理と、前記第一電圧印
加処理後に前記電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧Ｖ２を印加する第二電圧印加処理と、前
記第二電圧印加処理後に前記電圧Ｖ２の逆電圧に該当する電圧Ｖ３を印加する第三電圧印
加処理とを行い、
　前記判定工程において、前記電圧Ｖ１および前記電圧Ｖ３を印加した際に測定された電
流値Ｃ１および電流値Ｃ３に基づいて前記全固体電池の合否判定を行う、全固体電池の検
査方法。
【請求項２】
　前記抵抗増加工程において、凍結処理により、前記全固体電池の抵抗を増加させる、請
求項１に記載の全固体電池の検査方法。
【請求項３】
　凍結処理により、全固体電池の抵抗を増加させる抵抗増加工程と、
　前記抵抗が増加した全固体電池に、電圧を印加する電圧印加工程と、
　前記電圧印加工程において測定された電流値に基づいて前記全固体電池の合否判定を行
う判定工程と、を有し、
　前記電圧印加工程において、電圧Ｖ１を印加する第一電圧印加処理と、前記第一電圧印
加処理後に前記電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧Ｖ２を印加する第二電圧印加処理と、前
記第二電圧印加処理後に前記電圧Ｖ２の逆電圧に該当する電圧Ｖ３を印加する第三電圧印
加処理とを行い、
　前記判定工程において、前記電圧Ｖ１および前記電圧Ｖ３を印加した際に測定された電
流値Ｃ１および電流値Ｃ３に基づいて前記全固体電池の合否判定を行う、全固体電池の検
査方法。
【請求項４】
　前記電圧Ｖ１および前記電圧Ｖ２が、Ｖ２≦－Ｖ１／２５０を満たす、請求項１から請
求項３までのいずれかの請求項に記載の全固体電池の検査方法。
【請求項５】
　前記電圧Ｖ１および前記電圧Ｖ３が、０．９Ｖ１≦Ｖ３≦１．１Ｖ１を満たす、請求項
１から請求項４までのいずれかの請求項に記載の全固体電池の検査方法。
【請求項６】
　全固体電池を準備する準備工程と、
　前記全固体電池を、請求項１から請求項５までのいずれかの請求項に記載の全固体電池
の検査方法を用いて検査する検査工程と、
　を有する全固体電池の製造方法。
【請求項７】
　全固体電池を準備する準備工程と、
　前記全固体電池を、請求項１から請求項５までのいずれかの請求項に記載の全固体電池
の検査方法を用いて検査する検査工程と、
　前記検査工程で合格と判定された前記全固体電池を複数用いて、組電池を組立てる組立
工程と、
　を有する組電池の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、全固体電池の検査方法に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　全固体電池は、正極活物質層および負極活物質層の間に固体電解質層を有する電池であ
り、可燃性の有機溶媒を含む電解液を有する液系電池に比べて、安全装置の簡素化が図り
やすいという利点を有する。
【０００３】
　一方、全固体電池に関する技術ではないものの、特許文献１には、正極板、負極板およ
びセパレータから構成されたセルを備えた未注液電池（電解液を注液する前の電池）に対
して、電圧を印加し、短絡検査を行う電池の短絡検査方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－１１０４５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　全固体電池の製造時に、短絡（微短絡を含む）の有無または短絡の原因となる欠陥（例
えば異物）の有無を検査することが好ましい。例えば、特許文献１では、正極板、負極板
およびセパレータを有し、電解液を有しない電池に対して電圧を印加し、電流値を測定す
ることで、短絡検査を行っている。しかしながら、固体電解質の特性上、このような検査
方法を全固体電池に単純に適用することは難しい。
【０００６】
　本開示は、上記実情に鑑みてなされものであり、電圧を印加し、電流値を測定するとい
う比較的簡便な方法で、短絡の有無または短絡の原因となる欠陥の有無を精度良く検査可
能な全固体電池の検査方法を提供することを主目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本開示においては、全固体電池の抵抗を３．２×１０８Ω
・ｃｍ２以上に増加させる抵抗増加工程と、上記抵抗が増加した全固体電池に、電圧を印
加する電圧印加工程と、上記電圧印加工程において測定された電流値に基づいて上記全固
体電池の合否判定を行う判定工程と、を有し、上記電圧印加工程において、電圧Ｖ１を印
加する第一電圧印加処理と、上記第一電圧印加処理後に上記電圧Ｖ１の逆電圧に該当する
電圧Ｖ２を印加する第二電圧印加処理と、上記第二電圧印加処理後に上記電圧Ｖ２の逆電
圧に該当する電圧Ｖ３を印加する第三電圧印加処理とを行い、上記判定工程において、上
記電圧Ｖ１および上記電圧Ｖ３を印加した際に測定された電流値Ｃ１および電流値Ｃ３に
基づいて上記全固体電池の合否判定を行う、全固体電池の検査方法を提供する。
【０００８】
　本開示によれば、抵抗を所定の値まで増加させた全固体電池を検査対象とすることで、
電圧を印加し、電流値を測定するという比較的簡便な方法で、短絡の有無または短絡の原
因となる欠陥の有無を精度良く検査できる。また、第一電圧印加処理および第三電圧印加
処理の間に、逆電圧を印加する第二電圧印加処理を行うことで、検査精度をさらに向上で
きる。
【０００９】
　上記開示では、上記抵抗増加工程において、凍結処理により、上記全固体電池の抵抗を
増加させてもよい。
【００１０】
　また、本開示においては、凍結処理により、全固体電池の抵抗を増加させる抵抗増加工
程と、上記抵抗が増加した全固体電池に、電圧を印加する電圧印加工程と、上記電圧印加
工程において測定された電流値に基づいて上記全固体電池の合否判定を行う判定工程と、
を有し、上記電圧印加工程において、電圧Ｖ１を印加する第一電圧印加処理と、上記第一
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電圧印加処理後に上記電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧Ｖ２を印加する第二電圧印加処理
と、上記第二電圧印加処理後に上記電圧Ｖ２の逆電圧に該当する電圧Ｖ３を印加する第三
電圧印加処理とを行い、上記判定工程において、上記電圧Ｖ１および上記電圧Ｖ３を印加
した際に測定された電流値Ｃ１および電流値Ｃ３に基づいて上記全固体電池の合否判定を
行う、全固体電池の検査方法を提供する。
【００１１】
　本開示によれば、凍結処理により抵抗を増加させた全固体電池を検査対象とすることで
、電圧を印加し、電流値を測定するという比較的簡便な方法で、短絡の有無または短絡の
原因となる欠陥の有無を精度良く検査できる。また、第一電圧印加処理および第三電圧印
加処理の間に、逆電圧を印加する第二電圧印加処理を行うことで、検査精度をさらに向上
できる。
【００１２】
　上記開示では、上記電圧Ｖ１および上記電圧Ｖ２が、Ｖ２≦－Ｖ１／２５０を満たして
もよい。
【００１３】
　上記開示では、上記電圧Ｖ１および上記電圧Ｖ３が、０．９Ｖ１≦Ｖ３≦１．１Ｖ１を
満たしてもよい。
【００１４】
　また、本開示においては、全固体電池を準備する準備工程と、上記全固体電池を、上述
した全固体電池の検査方法を用いて検査する検査工程と、を有する全固体電池の製造方法
を提供する。
【００１５】
　本開示によれば、上述した検査方法を用いて全固体電池を検査することで、より安全性
の高い全固体電池を得ることができる。
【００１６】
　また、本開示においては、全固体電池を準備する準備工程と、上記全固体電池を、上述
した全固体電池の検査方法を用いて検査する検査工程と、上記検査工程で合格と判定され
た上記全固体電池を複数用いて、組電池を組立てる組立工程と、を有する組電池の製造方
法を提供する。
【００１７】
　本開示によれば、検査工程で合格と判定された全固体電池を用いることで、より安全性
の高い組電池を得ることができる。
【発明の効果】
【００１８】
　本開示の全固体電池の検査方法は、電圧を印加し、電流値を測定するという比較的簡便
な方法で、短絡の有無または短絡の原因となる欠陥の有無を精度良く検査できるという効
果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本開示における全固体電池の一例を示す概略断面図である。
【図２】本開示の全固体電池の検査方法の一例を説明するフローチャートである。
【図３】本開示における準備工程の一例を示す概略断面図である。
【図４】本開示における異物を説明する概略斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本開示の全固体電池の検査方法、全固体電池の製造方法および組電池の製造方法
について詳細に説明する。
【００２１】
Ａ．全固体電池の検査方法
　図１は、本開示における全固体電池の一例を示す概略断面図である。図１に示す全固体
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電池１０は、正極活物質層１と、負極活物質層２と、正極活物質層１および負極活物質層
２の間に形成された固体電解質層３とを有する。さらに、全固体電池１０は、正極活物質
層１の集電を行う正極集電体４と、負極活物質層２の集電を行う負極集電体５とを有する
。
【００２２】
　図２は、本開示の全固体電池の検査方法の一例を説明するフローチャートである。本開
示の全固体電池の検査方法が開始されると、まず、全固体電池の抵抗を増加させる（抵抗
増加工程、Ｓ１）。例えば凍結処理により、全固体電池の抵抗を増加させる。次に、抵抗
が増加した全固体電池に、電圧を印加する（電圧印加工程、Ｓ２）。この際、電圧Ｖ１を
印加する第一電圧印加処理と、第一電圧印加処理後に電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧Ｖ

２を印加する第二電圧印加処理と、第二電圧印加処理後に電圧Ｖ２の逆電圧に該当する電
圧Ｖ３を印加する第三電圧印加処理とを行う。次に、電圧Ｖ１、Ｖ３を印加した際に生じ
る電流を測定し、測定された電流値Ｃ１、Ｃ３に基づいて全固体電池の合否判定を行う（
判定工程、Ｓ３）。これにより、検査を終了する。
【００２３】
　本開示によれば、抵抗を増加させた全固体電池を検査対象とすることで、電圧を印加し
、電流値を測定するという比較的簡便な方法で、短絡の有無または短絡の原因となる欠陥
の有無を精度良く検査できる。また、第一電圧印加処理および第三電圧印加処理の間に、
逆電圧を印加する第二電圧印加処理を行うことで、検査精度をさらに向上できる。
【００２４】
　ここで、検査精度の向上を目的として、電圧印加処理の回数を単純に増やした場合、電
圧印加処理のたびに全固体電池にキャパシタンス成分が蓄積され、抵抗増加の原因となる
。そのため、電圧印加処理時に測定される電流値が小さくなり、合格と判定される全固体
電池と区別がつきにくくなる場合がある。すなわち、電圧印加処理の回数を単純に増やし
た場合、検査精度が逆に低下する場合がある。これに対して、本開示においては、第一電
圧印加処理および第三電圧印加処理の間に、逆電圧を印加する第二電圧印加処理を行う。
これにより、全固体電池に蓄積されたキャパシタンス成分が解消され、検査精度が向上す
る。
【００２５】
　本開示においては、固体電解質層における短絡（内部短絡）の有無を精度良く検査でき
る。また、本開示における短絡には、微短絡も含まれる。微短絡とは、短絡自体は生じて
いるものの、充放電は可能な軽度の短絡をいう。例えば、固体電解質層の絶縁性が低いと
微短絡が生じやすい。一方、短絡の原因となる欠陥としては、例えば異物が挙げられる。
例えば、固体電解質層の内部または近傍に異物が存在すると、固体電解質層にクラックが
生じやすく、結果として短絡が生じやすくなる。
【００２６】
　上述したように、特許文献１では、正極板、負極板およびセパレータを有し、電解液を
有しない電池に対して電圧を印加し、電流値を測定することで、短絡検査を行っている。
しかしながら、固体電解質の特性上、このような検査方法を全固体電池に単純に適用する
ことは難しい。その理由は、以下の通りである。正極、負極およびセパレータを有し、電
解液を有しない電池は、正負極間でイオン伝導が行われない。言い換えると、電池として
機能しない状態であるため、正負極間に電圧を印加し、電流値を測定することで、短絡の
有無を容易に検査できる。一方、全固体電解質層は、固体電解質層が絶縁性とともにイオ
ン伝導性を有する。言い換えると、固体電解質層を有する電池は、電池として機能する状
態であるため、正負極間に電圧を印加すると、全固体電池の充電が生じてしまい、電流値
を測定しても、短絡の有無を検査することは難しい。このように、液系電池の検査方法を
、全固体電池に単純に適用することは難しい。
【００２７】
　これに対して、本開示においては、例えば凍結処理により、全固体電池の抵抗を増加さ
せる。これにより、電池内で生じる反応を抑制することができる。そのような高抵抗状態
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の電池の正負極間に電圧を印加し、電流値を測定することで、短絡の有無または短絡の原
因となる欠陥の有無を精度良く検査することができる。
【００２８】
１．抵抗増加工程
　本開示における抵抗増加工程は、全固体電池の抵抗を増加させる工程である。この工程
では、全固体電池の抵抗を、例えば１×１０５Ω・ｃｍ２以上に増加させてもよく、１×
１０６Ω・ｃｍ２以上に増加させてもよく、１×１０７Ω・ｃｍ２以上に増加させてもよ
く、１×１０８Ω・ｃｍ２以上に増加させてもよく、３．２×１０８Ω・ｃｍ２以上に増
加させてもよい。なお、全固体電池の抵抗は、面積に反比例するため、本開示においては
、単位面積当たりの抵抗（Ω・ｃｍ２）として規定している。また、全固体電池の抵抗は
、後述する実施例に記載する方法により求めることができる。
【００２９】
　また、全固体電池の抵抗を増加させる程度は、検査の目的によって異なる。難易度が高
い検査ほど、全固体電池の抵抗を増加させることが好ましい。検査の目的としては、例え
ば、短絡検査、微短絡検査、異物検査が挙げられる。また、異物検査としては、例えば、
固体電解質層を貫通する異物の検査、固体電解質層を貫通しない異物の検査、固体電解質
層に含まれる異物の検査、固体電解質層および電極活物質層（正極活物質層または負極活
物質層）の間に含まれる異物の検査が挙げられる。
【００３０】
　本開示においては、通常、抵抗増加処理により全固体電池の抵抗を増加させる。抵抗増
加処理は、特に限定されないが、全固体電池の抵抗を、電池として機能しない程度まで増
加させることができる処理であることが好ましい。また、抵抗増加処理は、一時的に全固
体電池の抵抗を増加させる処理であることが好ましい。すなわち、後述する電圧印加工程
後に、増加した抵抗を低減できる処理であることが好ましい。
【００３１】
　抵抗増加処理の一例としては、凍結処理が挙げられる。凍結処理では、全固体電池の温
度を低温にすることで、電池内で生じる反応を全体的に抑制または停止し、全固体電池の
抵抗を増加させる。なお、例えば電解液に対して凍結処理を行うと、凍結時の体積変化が
大きく、電池にダメージを与えやすい。これに対して、全固体電池は凍結時の体積変化が
小さいため、電池にダメージを与えにくいという利点がある。
【００３２】
　本開示においては、凍結処理により、全固体電池の温度を、例えば－４５℃以下にして
もよく、－９０℃以下にしてもよく、－１００℃以下にしてもよく、－１２０℃以下にし
てもよく、－１３５℃以下にしてもよく、－１４０℃以下にしてもよい。凍結方法として
は、特に限定されないが、全固体電池を冷媒に接触させる方法が挙げられる。冷媒として
は、例えば、液体ヘリウム、液体窒素、液体酸素、ドライアイスが挙げられる。また、冷
媒として、一般的な寒剤(freezing mixture)を用いてもよい。
【００３３】
　抵抗増加処理の他の例としては、全固体電池の拘束圧を低減する処理が挙げられる。全
固体電池は、通常、電池抵抗を低減するために拘束圧を付与されている。拘束圧を低減す
ることにより、全固体電池の抵抗を増加させることができる。なお、この処理では、拘束
圧を０にしてもよい。また、この処理は、凍結処理の補助的な処理として用いることが好
ましい。
【００３４】
２．電圧印加工程
　本開示における電圧印加工程は、上記抵抗が増加した全固体電池に、電圧を印加する工
程である。特に、本開示においては、第一電圧印加処理、第二電圧印加処理および第三電
圧印加処理とを行う。
【００３５】
（１）第一電圧印加処理
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　第一電圧印加処理は、抵抗が増加した全固体電池に、電圧Ｖ１を印加する処理である。
電圧を印加する方法は、特に限定されないが、例えば、絶縁抵抗測定器を正負極端子に接
続し、電圧を印加する方法が挙げられる。また、上述したように、電池として機能しない
状態で電圧を印加する。そのため、正極活物質層が高電位側となり負極活物質層が低電位
側となるように電圧を印加してもよく、その逆となるように電圧を印加してもよい。
【００３６】
　電圧Ｖ１の値は、特に限定されないが、正の数であることが好ましい。電圧Ｖ１の値は
、例えば１Ｖ以上であり、２Ｖ以上であってもよく、１００Ｖ以上であってもよく、５０
０Ｖ以上であってもよく、１０００Ｖ以上であってもよい。電圧Ｖ１の値が大きくなるほ
ど、測定される電流値も大きくなる。一方、電圧Ｖ１の上限は、特に限定されないが、非
常に高い電圧を印加すると、全固体電池にダメージを与える可能性がある。例えば、測定
時の全固体電池の抵抗が十分に高い場合、電圧Ｖ１を大きくしても電流値Ｃ１は小さくな
り、全固体電池にダメージを与えにくい。これに対して、測定時の全固体電池の抵抗が低
い場合、電圧Ｖ１を大きくすると電流値Ｃ１も大きくなるため、全固体電池にダメージを
与えやすい。電圧Ｖ１の値は、全固体電池（特に、合格と判定される全固体電池）に流れ
る電流値が、例えば５ｍＡ以下となる値であることが好ましく、３．２ｍＡ以下となる値
であることがより好ましい。
【００３７】
（２）第二電圧印加処理
　第二電圧印加処理は、第一電圧印加処理後に、電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧Ｖ２を
印加する処理である。例えば、第一電圧印加処理において、正極活物質層が高電位側とな
り負極活物質層が低電位側となるように電圧を印加した場合には、第二電圧印加処理にお
いて、正極活物質層が低電位側となり負極活物質層が高電位側となるように電圧を印加す
る。なお、電圧Ｖ２の好ましい値（絶対値）については、上述した電圧Ｖ１に記載した内
容と同様であるので、ここでの記載は省略する。
【００３８】
　電圧Ｖ２は、電圧Ｖ１の逆電圧に該当する電圧であれば特に限定されない。中でも、電
圧Ｖ２は、Ｖ２≦－Ｖ１／５００を満たすことが好ましい。例えば、電圧Ｖ１として＋１
０００Ｖの電圧を印加した場合には、電圧Ｖ２として－２Ｖ以下の電圧を印加することが
好ましい。電圧Ｖ１の印加によって全固体電池に生じたキャパシタンス成分が解消されや
すくなるからである。電圧Ｖ２は、Ｖ２≦－Ｖ１／２５０を満たしてもよく、Ｖ２≦－Ｖ

１／２００を満たしてもよく、Ｖ２≦－Ｖ１／１００を満たしてもよい。一方、電圧Ｖ２

は、例えば、－Ｖ１≦Ｖ２を満たしていてもよい。
【００３９】
（３）第三電圧印加処理
　第三電圧印加処理は、第二電圧印加処理後に、電圧Ｖ２の逆電圧に該当する電圧Ｖ３を
印加する処理である。例えば、第二電圧印加処理において、正極活物質層が低電位側とな
り負極活物質層が高電位側となるように電圧を印加した場合には、第三電圧印加処理にお
いて、正極活物質層が高電位側となり負極活物質層が低電位側となるように電圧を印加す
る。なお、電圧Ｖ３の好ましい値については、上述した電圧Ｖ１に記載した内容と同様で
あるので、ここでの記載は省略する。
【００４０】
　電圧Ｖ３は、電圧Ｖ２の逆電圧に該当する電圧であれば特に限定されない。中でも、電
圧Ｖ３は、例えば、０．５Ｖ１≦Ｖ３を満たしていてもよく、０．７Ｖ１≦Ｖ３を満たし
ていてもよく、０．９Ｖ１≦Ｖ３を満たしていてもよい。一方、電圧Ｖ３は、例えば、Ｖ

３≦１．５Ｖ１を満たしていてもよく、Ｖ３≦１．３Ｖ１を満たしていてもよく、Ｖ３≦
１．１Ｖ１を満たしていてもよい。電圧Ｖ３が電圧Ｖ１に近いほど、検査の信頼性が向上
する。
【００４１】
　なお、本開示においては、第一電圧印加処理、第二電圧印加処理および第三電圧印加処
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理の少なくとも３回の電圧印加処理を行うが、他の電圧印加処理をさらに行ってもよい。
他の電圧印加処理は、任意のタイミングで行うことができる。
【００４２】
３．判定工程
　本開示における判定工程は、上記電圧印加工程において測定された電流値に基づいて上
記全固体電池の合否判定を行う工程である。特に、本開示においては、電圧Ｖ１および電
圧Ｖ３を印加した際に測定された電流値Ｃ１および電流値Ｃ３に基づいて全固体電池の合
否判定を行う。
【００４３】
　合否判定の基準は、検査の目的に応じて、適宜設定できる。例えば、電流値Ｃ１を電流
値ＩＡとする。一方、合否判定の基準となる電流値を電流値ＩＢとする。ＩＢに対するＩ

Ａの割合（ＩＡ／ＩＢ）が、基準値未満であれば仮合格と判定し、基準値以上であれば不
合格と判定することができる。次に、電流値Ｃ３を電流値ＩＡとして、同様に判定する。
例えば、電流値Ｃ１、Ｃ３の両方が仮合格と判定された場合に、真の合格と判定すること
ができる。ＩＡ／ＩＢの基準値は、特に限定されないが、例えば１．５以上であり、２以
上であってもよい。
【００４４】
４．全固体電池
　本開示における全固体電池は、固体電解質層を有する電池であれば特に限定されないが
、金属イオンを電荷キャリアとする電池であることが好ましい。特に、本開示における全
固体電池は、全固体リチウムイオン電池であることが好ましい。また、全固体電池は、一
次電池であってもよく、二次電池であってもよいが、中でも二次電池であることが好まし
い。繰り返し充放電でき、例えば車載用電池として有用だからである。また、全固体電池
は、正極活物質層、固体電解質層および負極活物質層を有する発電要素を一つ有する電池
であってもよく、複数の発電要素を有する電池であってもよい。後者の場合、全固体電池
は、複数の発電要素を並列に接続した電池であってもよく、複数の発電要素を直列に接続
した電池であってもよい。また、隣り合う発電要素は、集電体を共有していてもよい。
【００４５】
（１）固体電解質層
　固体電解質層は、固体電解質を含有する層であり、バインダーをさらに含有していても
よい。固体電解質としては、例えば無機固体電解質が挙げられる。無機固体電解質として
は、例えば、硫化物固体電解質、酸化物固体電解質、窒化物固体電解質、ハロゲン化物固
体電解質が挙げられる。また、無機固体電解質は、例えばＬｉイオン伝導性を有すること
が好ましい。
【００４６】
　硫化物固体電解質としては、例えば、Ｌｉ元素、Ｘ元素（Ｘは、Ｐ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ
、Ｂ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎの少なくとも一種である）、および、Ｓ元素を含有する固体電解
質が挙げられる。また、硫化物固体電解質は、さらにハロゲン元素を含有していてもよい
。また、酸化物固体電解質としては、例えば、Ｌｉ元素、Ｙ元素（Ｙは、Ｎｂ、Ｂ、Ａｌ
、Ｓｉ、Ｐ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｓの少なくとも一種である）、および、Ｏ元素を含
有する固体電解質が挙げられる。また、窒化物固体電解質としては、例えばＬｉ３Ｎが挙
げられ、ハロゲン化物固体電解質としては、例えばＬｉＣｌ、ＬｉＩ、ＬｉＢｒが挙げら
れる。
【００４７】
　固体電解質層に用いられるバインダーとしては、例えば、ブチレンゴム（ＢＲ）、スチ
レンブタジエンゴム（ＳＢＲ）等のゴム系バインダー、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ
）等のフッ化物系バインダーが挙げられる。
【００４８】
　固体電解質層の厚さは、例えば０．１μｍ以上であり、１μｍ以上であってもよく、１
０μｍ以上であってもよい。一方、固体電解質層の厚さは、例えば３００μｍ以下であり
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、１００μｍの範囲内であってもよい。
【００４９】
（２）正極活物質層
　正極活物質層は、正極活物質を含有する層であり、さらに、固体電解質、導電化材、バ
インダーの少なくとも一つをさらに含有していてもよい。
【００５０】
　正極活物質としては、例えば、酸化物活物質、硫黄活物質が挙げられる。また、正極活
物質は、例えばＬｉイオンと反応可能であることが好ましい。酸化物活物質としては、例
えば、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＭｎＯ２、ＬｉＮｉＯ２、ＬｉＶＯ２、ＬｉＮｉ１／３Ｃｏ１

／３Ｍｎ１／３Ｏ２等の岩塩層状型活物質、ＬｉＭｎ２Ｏ４、Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２、Ｌｉ
（Ｎｉ０．５Ｍｎ１．５）Ｏ４等のスピネル型活物質、ＬｉＦｅＰＯ４、ＬｉＭｎＰＯ４

、ＬｉＮｉＰＯ４、ＬｉＣｏＰＯ４等のオリビン型活物質が挙げられる。また、正極活物
質の表面には、Ｌｉイオン伝導性酸化物を含有するコート層が形成されていてもよい。正
極活物質と、固体電解質との反応を抑制できるからである。
【００５１】
　正極活物質に用いられる導電化材としては、例えば、アセチレンブラック（ＡＢ）、ケ
ッチェンブラック（ＫＢ）、等の炭素材料が挙げられる。また、正極活物質に用いられる
固体電解質およびバインダーについては、上述した固体電解質の欄に記載した内容と同様
であるので、ここでの記載は省略する。
【００５２】
　正極活物質層の厚さは、例えば０．１μｍ以上であり、１μｍ以上であってもよく、１
０μｍ以上であってもよい。一方、正極活物質層の厚さは、例えば３００μｍ以下であり
、１００μｍの範囲内であってもよい。また、正極活物質層の集電を行う正極集電体とし
ては、例えば、ＳＵＳ箔、Ａｌ箔が挙げられる。
【００５３】
（３）負極活物質層
　負極活物質層は、負極活物質を含有する層であり、さらに、固体電解質、導電化材、バ
インダーの少なくとも一つをさらに含有していてもよい。
【００５４】
　負極活物質としては、例えば、金属活物質、カーボン活物質が挙げられる。また、負極
活物質は、例えばＬｉイオンと反応可能であることが好ましい。金属活物質としては、例
えば、金属単体、金属合金、金属酸化物が挙げられる。金属活物質に含まれる金属元素と
しては、例えば、Ｌｉ、Ｓｉ、Ｓｎ、Ｉｎ、Ａｌが挙げられる。金属合金は、上記金属元
素を主成分として含有する合金であることが好ましい。カーボン活物質としては、例えば
、メソカーボンマイクロビーズ（ＭＣＭＢ）、高配向性グラファイト（ＨＯＰＧ）、ハー
ドカーボン、ソフトカーボンが挙げられる。
【００５５】
　負極活物質に用いられる固体電解質、導電化材、バインダーについては、上述した固体
電解質および正極活物質層の欄に記載した内容と同様であるので、ここでの記載は省略す
る。
【００５６】
　負極活物質層の厚さは、例えば０．１μｍ以上であり、１μｍ以上であってもよく、１
０μｍ以上であってもよい。一方、負極活物質層の厚さは、例えば３００μｍ以下であり
、１００μｍの範囲内であってもよい。また、負極活物質層の集電を行う負極集電体とし
ては、例えば、ＳＵＳ箔、Ｃｕ箔が挙げられる。
【００５７】
Ｂ．全固体電池の製造方法
　本開示の全固体電池の製造方法は、全固体電池を準備する準備工程と、上記全固体電池
を、上述した検査方法を用いて検査する検査工程と、を有する。
【００５８】
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　本開示によれば、上述した検査方法を用いて全固体電池を検査することで、より安全性
の高い全固体電池を得ることができる。
【００５９】
１．準備工程
　準備工程は、全固体電池（検査工程前の全固体電池）を準備する工程である。全固体電
池の準備方法は、特に限定されず、自ら作製してもよく、他者から購入してもよい。前者
の場合、一般的な全固体電池の作製方法を採用できる。
【００６０】
　図３は、本開示における準備工程の一例を示す概略断面図である。まず、正極集電体４
を用意する（図３（ａ））。次に、正極集電体４上に、正極活物質を少なくとも含有する
スラリーを塗布し、乾燥することで、正極集電体４および正極活物質層１を有する正極を
得る（図３（ｂ））。次に、負極集電体５を用意する（図３（ｃ））。次に、負極集電体
５上に、負極活物質を少なくとも含有するスラリーを塗布し、乾燥することで、負極集電
体５および負極活物質層２を有する負極を得る（図３（ｄ））。次に、固体電解質を少な
くとも含有するスラリーを塗布し、乾燥し、プレスすることで、固体電解質層３を形成す
る（図３（ｅ））。次に、固体電解質層３の一方の面と、正極の正極活物質層１とが対向
するように両者を配置する。次に、固体電解質層３の他方の面と、負極の負極活物質層２
とが対向するように両者を配置する。その後、プレスを行うことにより、全固体電池１０
が得られる（図３（ｆ））。
【００６１】
２．検査工程
　検査工程は、上記全固体電池（準備工程において準備した全固体電池）を、上記「Ａ．
全固体電池の検査方法」に記載した方法を用いて検査する工程である。検査方法について
は、上述した内容と同様であるので、ここでの記載は省略する。
【００６２】
Ｃ．組電池の製造方法
　本開示の組電池の製造方法は、全固体電池を準備する準備工程と、上記全固体電池を、
上述した検査方法を用いて検査する検査工程と、上記検査工程で合格と判定された上記全
固体電池を複数用いて、組電池を組立てる組立工程と、を有する。
【００６３】
　本開示によれば、検査工程で合格と判定された全固体電池を用いることで、より安全性
の高い組電池を得ることができる。準備工程および検査工程については、上記「Ｂ．全固
体電池の製造方法」に記載した内容と同様であるので、ここでの記載は省略する。また、
組立工程についても、一般的な組電池の組立工程と同様である。本開示の組電池は、複数
の全固体電池を並列に接続した電池であってもよく、複数の全固体電池を直列に接続した
電池であってもよい。また、隣り合う全固体電池は、集電体を共有していてもよい。
【００６４】
　なお、本開示は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は、例示であ
り、本開示の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様
な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本開示の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【００６５】
［製造例１］
（正極の作製）
　正極活物質としてコバルト酸リチウム、固体活物質として７０Ｌｉ２Ｓ－３０Ｐ２Ｓ５

ガラスセラミックス、バインダーとしてポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）を含有する正
極合材スラリーを調製した。正極合材スラリーを、正極集電体としてのＳＵＳ箔の片面に
塗布して乾燥することにより、正極集電体上に正極活物質層を有する正極を得た（図３（
ａ）、（ｂ））。
【００６６】
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（負極の作製）
　負極活物質としてグラファイト、固体活物質として７０Ｌｉ２Ｓ－３０Ｐ２Ｓ５ガラス
セラミックス、バインダーとしてＰＶＤＦを含有する負極合材スラリーを調製した。負極
スラリーを、負極集電体としてのＳＵＳ箔の両面にそれぞれ塗布して乾燥することにより
、負極集電体の両面上に負極活物質層をそれぞれ有する負極を得た（図３（ｃ）、（ｄ）
）。
【００６７】
（固体電解質層の作製）
　固体電解質として７０Ｌｉ２Ｓ－３０Ｐ２Ｓ５ガラスセラミックス、バインダーとして
ブタジエンゴム（ＢＲ）を含有する固体電解質合材スラリーを調製した。固体電解質合材
スラリーを、塗布して乾燥させ、圧力を印加することにより、固体電解質層を得た（図３
（ｅ））。
【００６８】
（評価用セルの作製）
　固体電解質層の一方の面に正極を配置し、固体電解質層の他方の面に負極を配置し、圧
力を印加して、評価用セル（異物なし）を得た（図３（ｆ））。なお、固体電解質層の厚
さは３０μｍであった。
【００６９】
［製造例２］
　図４に示すように、Ｌ字形状を有するＳＵＳ３０４製異物（導電性異物）１１を準備し
た。この異物を用いたこと以外は、製造例１と同様にして評価用セル（異物あり）を得た
。具体的には、図３（ｅ）に示す固体電解質層の作製後、かつ、図３（ｆ）に示す評価用
セルの作製前のタイミングにおいて、固体電解質層および正極活物質層の間に、異物を配
置したこと以外は、製造例１と同様にして評価用セル（異物あり）を得た。なお、評価用
セルに含まれる異物は、固体電解質層を貫通しない状態で存在している。
【００７０】
［参考例１］
　製造例１で得られた評価用セル（異物なし）に対して、厚さ方向に１０ＭＰａの拘束圧
を加えた。次に、拘束された評価用セルを、発泡スチロール製の箱の中に静置した。次に
、箱の中に、評価用セルが完全に浸漬するように、液体窒素を注入した。なお、液体窒素
が減った場合、適宜追加注入した。これにより、評価用セルの温度を－１９０℃まで低下
させ、凍結した。なお、評価用セルの温度は、セル表面にＴ型熱電対を貼ることにより測
定した。
【００７１】
（抵抗測定）
　凍結した評価用セル（異物なし）の正負極端子間の抵抗を、デジタルマルチメーター（
Agilent製、34410A）に用いて測定した。得られた抵抗に、正極活物質層および負極活物
質層の対向面積（１０００ｃｍ２）を乗じることにより、抵抗（Ω・ｃｍ２）を求めた。
その結果、評価用セルの抵抗は、測定限界（１．２×１０１７Ω・ｃｍ２）を越えていた
。
【００７２】
（電流測定）
　凍結した評価用セル（異物なし）の正負極端子に、絶縁抵抗計（ADCMT製、8340A、ULTR
A HIGH RESISTANCE METER)を接続し、１０００Ｖを印加し、電流値Ｉ１を測定した。その
結果、電流値Ｉ１は９．８×１０－９ｍＡであった。一方、製造例２で得られた評価用セ
ル（異物あり）の温度を上記と同様に－１９０℃まで低下させ、凍結した。凍結した評価
用セル（異物あり）に対して、同様に電流値Ｉ２を測定した。その結果、電流値Ｉ２は６
．３ｍＡであった。ここで、異物の検出可能な判断基準を、Ｉ２／Ｉ１≧１．５を満たす
か否かとした場合、参考例１では、異物の検出が可能であった。
【００７３】
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［参考例２～４］
　印加電圧と、凍結時の評価用セルの温度とを、表１に示す条件に変更したこと以外は、
参考例１と同様にして、抵抗測定および電流測定を行った。
【００７４】
【表１】

【００７５】
　表１に示すように、参考例１～４では、全固体電池の抵抗を３．２×１０８Ω・ｃｍ２

以上に増加させることで、短絡の原因となる欠陥の有無を精度良く検査することができた
。なお、製造例２で作製した評価用セルでは、異物が、固体電解質層を貫通しない状態で
存在しているため、検査の難易度は高い。そのため、難易度が比較的低い検査（例えば微
短絡の有無の検査）であれば、全固体電池の抵抗を、参考例１～４の水準まで増加させる
必要はない。
【００７６】
［製造例３］
　異物が固体電解質層を貫通させる状態にしたこと以外は、製造例２と同様にして評価用
セル（異物あり）を得た。なお、異物の一部は正極活物質層に点接触しており、微短絡が
生じている。
【００７７】
［参考例５］
　製造例２で得られた評価用セル（異物あり）の代わりに製造例３で得られた評価用セル
（異物あり）を用い、凍結時の評価用セルの温度を－９０℃に変更し、印加電圧を２Ｖに
変更したこと以外は、参考例１と同様にして、抵抗測定および電流測定を行った。
【００７８】
【表２】

【００７９】
　表２に示すように、参考例５では、全固体電池の抵抗を高くすることで、微短絡の有無
を精度良く検査することができた。
【００８０】
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［実施例１］
　製造例２で得られた評価用セル（異物あり）に対して、厚さ方向に１０ＭＰａの拘束圧
を加えた。次に、拘束された評価用セルを、発泡スチロール製の箱の中に静置した。次に
、箱の中に、評価用セルが完全に浸漬するように、液体窒素を注入した。なお、液体窒素
が減った場合、適宜追加注入した。これにより、評価用セルの温度を－１９０℃まで低下
させ、凍結した。なお、評価用セルの温度は、セル表面にＴ型熱電対を貼ることにより測
定した。
【００８１】
（抵抗測定）
　凍結した評価用セル（異物あり）の正負極端子間の抵抗を、デジタルマルチメーター（
Agilent製、34410A）を用いて測定した。得られた抵抗に、正極活物質層および負極活物
質層の対向面積（１０００ｃｍ２）を乗じることにより、抵抗（Ω・ｃｍ２）を求めた。
【００８２】
（電流測定）
　凍結した評価用セル（異物あり）の正負極端子に、絶縁抵抗計（ADCMT製、8340A、ULTR
A HIGH RESISTANCE METER)を接続し、第一電圧印加処理として＋１０００Ｖを印加し、第
二電圧印加処理として－１０００Ｖを印加し、第三電圧印加処理として＋１０００Ｖを印
加し、第一電圧印加処理時の電流値Ｃ１および第三電圧印加処理時の電流値Ｃ３を測定し
た。以下の判断基準に基づいて、検査精度の向上効果を評価した。
＜判断基準＞
　Ｓ：０．９≦Ｃ３／Ｃ１

　Ａ：０．８≦Ｃ３／Ｃ１＜０．９
　Ｂ：０．５≦Ｃ３／Ｃ１＜０．８
　Ｃ：Ｃ３／Ｃ１＜０．５
【００８３】
［実施例２～９および比較例１～３］
　印加電圧条件を、表３および表４に示す条件に変更したこと以外は、実施例１と同様に
して、抵抗測定および電流測定を行った。
【００８４】
【表３】

【００８５】
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【００８６】
　表３および表４に示すように、実施例１～９では、電流値Ｃ１および電流値Ｃ３の変化
が小さかった。これは、所定の第二電圧印加処理時を行うことで、第一電圧印加処理によ
って全固体電池に生じたキャパシタンス成分が解消されたためであると推測される。なお
、実施例３、６、９では、他の実施例に比べて検査精度の向上効果が若干弱かったが、実
用に耐え得るレベルであった。これに対して、比較例１～３では、電流値Ｃ１および電流
値Ｃ３の変化が大きかった。そのため、電圧印加を複数回行った場合に、全固体電池の抵
抗増加による電流値の低下が生じ、合否判断が難しくなる場合があることが示唆された。
【符号の説明】
【００８７】
　１　…　正極活物質層
　２　…　負極活物質層
　３　…　固体電解質層
　４　…　正極集電体
　５　…　負極集電体
　１０　…　全固体電池
　１１　…　異物
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